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２０２１年度上半期の障害者虐待の状況について（速報値）             ※数値については速報値であり、今後、精査により変動する場合がある。 

 

（１）２０２１年度上半期における障害者虐待に係る相談・通報・届出件数等 

 ２０２１年４月１日から２０２１年９月３０日までの本県の障害者虐待の状況については、相談・通報・届出件数が合計３７６件であり、うち虐待と判断された件数は１１８件だった。 

虐待類型別の件数は表１に示すとおりで、「養護者による障害者虐待」（以下、「養護者虐待」という。）に関する相談等が最も多く全体の５５.３％を占め、次いで障害者福祉施設従事者等による

障害者虐待、使用者による障害者虐待となっている。 

 虐待と判断された１１８件の内訳においても、養護者虐待が最も多く、全体の７２％を占め、次いで、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待（以下、「施設虐待」という。）、使用者による障

害者虐待（以下、「使用者虐待」という。）となっている。上半期件数を単純に２倍して過年度と比較すると、次の傾向が予想される。 

 養護者虐待は、「相談・通報・届出件数」は減少傾向にあるが「虐待判断件数」は増加しており、虐待と判断される割合は高くなる。 

施設虐待では、「相談・通報・届出件数」「虐待判断件数」とも増加しており、調査中の件数も考慮すると虐待と判断される割合も高くなる。 

 使用者虐待は、相談・通報・届出件数が概ね例年並みであるが、虐待と判断された件数は減少傾向にある。 

 

表１ ２０２１年度上半期の市町村等への障害者虐待に係る相談・通報・届出件数等      

 

養護者 施設従事者 使用者 合計 

相談・通報・
届出件数 

虐待判断件数 虐待判断率 
相談・通報・
届出件数 

虐待判断件数 虐待判断率 
相談・通報・
届出件数 

虐待判断件数 虐待判断率 
相談・通報・
届出件数 

虐待判断件数 

２０２１年度

上  半  期 
２０８件 

８５件 

（調査中６件除く） 
４０.９％ １１８件 

２７件 

（調査中２１件除く） 
２２.９％ ５０件 

６件 

（調査中７件除く） 
１２％ ３７６件 １１８件 

２０２０年度 ４７３件 １４７件 ３１.１％ ２００件 ５１件 ２５.５％ ７７件 ２２件 ２８.６％ ７５０件 ２２０件 

２０１９年度 ４５２件 １１９件 ２６.３％ １５３件 ２３件 １５.０％ ９６件 ３４件 ３５.４％ ７０１件 １７６件 

※２０１９年度、２０２０年度の数値は、４月１日から翌年３月３１日までの 1年間分であり、対象期間が異なる。（以下同様） 

※２０２０年度の数値は、速報値であり、今後、精査により変動する場合がある。 
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（２）虐待と判断された事案における被虐待者の障害種別（表２） 

 養護者虐待における被虐待者の障害種別ごとの人数は、精神障害が４３人と最も多く、次いで、知的障害が４０人となっている。 

 施設虐待における被虐待者の障害種別ごとの人数は、知的障害が２５人と最も多く、続いて身体障害、精神障害となっている。 

使用者虐待における被虐待者の障害種別ごとの人数は、知的障害が最も多く、続いて精神障害、身体障害となっている。 

いずれも、昨年度と同様の傾向である。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）虐待と判断された事案における虐待種別 

虐待と判断された事案における虐待種別は、身体的虐待が最も多く、次いで心理的虐待、経済的虐待、放棄・放任、性的虐待となっている（表３）。 

 虐待類型別の虐待種別を見ると、養護者虐待、施設従事者による虐待においては身体的虐待、使用者による虐待においては経済的虐待の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 虐待類型別の被虐待者の障害種別    （人） 

  身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 
その他 

・不明 
虐待判断件数 

養護者 
１０ 

(３３) 

４０ 

( ５５) 

４３ 

(７０) 

２ 

(２) 

３ 

(  ３) 

８５件 

(１４７) 

施設 
７ 

(１０) 

２５ 

(４９) 

４ 

(６) 

１ 

(２) 

４ 

(６) 

２７件 

(５１) 

使用者 
２ 

(５) 

７ 

(１２) 

３ 

(６) 

１ 

(１) 

０ 

(０) 

６件 

(２２) 

計 
１９ 

(４８) 

７２ 

(１１６) 

５０ 

(８２) 

４ 

(５) 

７ 

(９) 

１１８件 

(２２０) 

表３ 虐待と判断された事案における虐待種別            （件） 

  身体的 性的 心理的 放棄・放任 経済的 虐待判断件数 

養護者 
６５ 

(１１１) 

３ 

(３) 

２２ 

(３８) 

１０ 

(８) 

１２ 

(１８) 

８５件 

(１４７) 

施設 
２２ 

(３２) 

０ 

(５) 

１２ 

(２７) 

２ 

(３) 

０ 

(０) 

２７件 

(５１) 

使用者 
０ 

(１) 

０ 

(０) 

２ 

(２) 

０ 

(３) 

５ 

(１８) 

６件 

(２２) 

計 
８７ 

(１４４) 

３ 

(８) 

３６ 

(６７) 

１２ 

(１４) 

１７ 

(３６) 

１１８件 

(２２０) 

資料 ２ 

※括弧内は２０２０年度の件数（以下同様） 

※重複障害者は二重計上しており、また、1件に複数の被虐待者が含まれる場合があるため、 

虐待判断件数とは合致しない。（以下同様） 
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（４）養護者による障害者虐待 

①相談・通報・届出者の内訳 

相談・通報・届出者については、警察からの通報が最も多く９９件、次いで相談支援専門員５６件、本人・施設従事者がそれぞれ１６件となっている（表７）。 

 

②被虐待から見た虐待者の続柄（虐待と判断された事案） 

虐待をした養護者は、親（父、母）が６５.９％を占めている（表４）。 

 

③被虐待者の性別（虐待と判断された事案） 

   被虐待者の性別は、女性が７１.８％を占めている（表５）。 

 

 

 

 

※同一事案で複数の被虐待者がいる場合があり、表１とは合致しない。（以下、同様） 

 

  ④被虐待者の年齢（虐待と判断された事案） 

  被虐待者の年齢は、幅広い年代にわたっている（表６）。 

 

 

表７ 相談・通報・届出者の内訳               （件） 

本人 家族・親族 
近隣住民・

知人 
民生委員 

医療機関関

係者 
教職員 

相談支援専

門員 
施設従事者 虐待者自身 警察 市町村職員 

その他・匿

名 
不明 合計 

１６ 

(８５) 

４ 

(１７) 

７ 

(８) 

０ 

(１) 

８ 

(１５) 

１ 

(１) 

５６ 

(９５) 

１６ 

(４６) 

０ 

(１) 

９９ 

(１７６) 

７ 

(３６) 

９ 

(２１) 

０ 

(７) 

２２３ 

(５０９) 

※同一案件に対して、複数の相談・通報・届出があると二重計上しているため、表１とは合致しない。 

表４ 被虐待者から見た虐待者の続柄（虐待と判断された事案）                                    （人）           

父 母 夫 妻 息子 娘 兄弟・姉妹 その他 虐待判断件数 

２８(３５) ２８(３２) １２(３３) ３(４) ６(７) ２(４) ７(１８) １２(１９) ８５件(１４７) 

※複数の養護者からの虐待は二重計上しているため、表１とは合致しない。 

表５ 被虐待者の性別（虐待と判断された事案） （人）           

男性 女性 不明 虐待判断件数 

２５(４９) ６１(９８) ０(０) ８５件(１４７) 

表６ 被虐待者の年齢（虐待と判断された事案）          （人）   

～１７歳 
１８・１９

歳 

２０～２４

歳 

２５～２９

歳 

３０～３４

歳 

３５～３９

歳 

４０～４４

歳 

４５～４９

歳 

５０～５４

歳 

５５～５９

歳 

６０～６４

歳 
６５歳以上 不明 虐待判断件数 

０(０) ４(９) １５(１０) １３(１９) １０(５) ６(１１) ７(１４) １４(２１) ６(１７) ５(２１) ６(１５) ０(５) ０(０) ８５件(１４７) 

資料 ２ 
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⑤虐待に対する対応状況（虐待と判断された事案） 

 虐待と判断された事案のうち、３２.９％は分離を行った。６５.９％は分離を行わなかった（表８）。 

 

 

 

 

  ⑥分離を行った事案の対応の内訳（虐待と判断された事案） 

分離を行った事案の対応は、契約による障害福祉サービスの利用開始が最も多かった（表９）。 

 

  ⑦分離を行わなかった事案の対応の内訳（虐待と判断された事案） 

 分離を行わなかった事案の対応で最も多かったものは、養護者に対する助言・指導であった（表１０）。 

 

 

（５）障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 

①相談・通報・届出者の内訳 

相談・通報・届出者については、当該施設・事業所設置者が２５件、相談支援専門員が２４件、当該施設・事業所職員が１８件であり、当該施設・事業所からの相談・通報は全体の３５．８％

であった（表１１）。 

 

 

 

 

表８ 虐待に対する対応状況（虐待と判断された事案）   （人）                  

分離を行った 分離を行わなかった その他(同居していなかった等) 検討中 虐待判断件数 

２８(４３) ５６(７７) １(２４) １(３) ８５件(１４７) 

表９ 分離を行った事案の対応の内訳（虐待と判断された事案）   （人） 

契約による障害福祉サービス やむを得ない事由による措置 市町村独自事業による一時保護 医療機関への入院 その他 計 

１２(２３) １(２) ２(３) ７(７) ６(８) ２８(４３) 

表１０ 分離を行わなかった事案の対応の内訳（虐待と判断された事案）   （人） 

養護者に対する助言・

指導 

養護者が介護負担軽減

等の事業に参加 

新たな障害福祉サービスの

利用 

サービス等利用計画 

見直し 

障害福祉サービス 

以外を利用 

その他（成年後見制度

利用等） 
見守り 分離を行わなかった 

２１(４６) １(０) ４(１５) ９(１５) １(４) ５(１５) ３０(５５) ５６(７７) 

※複数の対応をしている場合は二重計上しているため、合計数は合致しない。 

表１１ 相談・通報・届出者の内訳         （件） 

本人 家族・親族 
近隣住民・

知人 

相談支援専

門員 

施設・事業

所設置者 

当該施設・

事業所職員 

施設・事業

所元職員 

当該施設・

事業所利用

者 

他の施設等

職員 
行政職員 警察 

その他、匿

名 
計 

４(３５) ８(２５) ４(１２) ２４(３１) ２５(２３) １８(５７) １２(７) １(４) ４(１１) ５(１０) ４(０) １１(２２) １２０(２３７) 

※同一案件に対して、複数の相談・通報・届出があると二重計上しているため、表１とは合致しない。 

資料 ２ 
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②障害者福祉施設・障害福祉サービス事業等の種別（虐待と判断された事案） 

事業種別ごとの件数は、共同生活援助が最も多く１３件で、全体の約半数を占めている（表１２）。 

 

表１２ 事実確認調査の対象となった障害者福祉施設・障害福祉サービス事業等の種別（虐待と判断された事案）    （件） 

障害者支援施設 生活介護 共同生活援助 短期入所 行動援護 
放課後等デイサ

ービス 

就労継続支援 

Ａ型 

就労継続支援 

Ｂ型 
就労移行支援 その他 虐待判断件数 

２（６） ５（１２） １３（１２） ２（０） ０（２） ２（５） ０（４） ２（４） ０（１） １（５） ２７（５１） 

 

介護サービス包括型 外部サービス利用型 日中サービス支援型 

８ ４ １ 

                         ※２０２１年度より内訳を照会したため、前年度の件数は不明。 

 

 

 

 ③虐待者の職種（虐待と判断された事案） 

 虐待と判断された事案における虐待者の職種の内訳は表１３のとおりであり、生活支援員が１５件で最も多く、世話人が１０件、管理者３件、設置者・経営者２件と続いている（表１３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１３ 虐待者の職種（虐待と判断された事案）         （件） 

サビ管 管理者 医師 
設置者・ 

経営者 
看護職員 生活支援員 職業指導員 就労支援員 世話人 

相談支援 

専門員 

地域移行 

支援員 
指導員 

１（５） ３（５） ０（０） ２（４） ０（２） １５（１５） ０（３） ０（１） １０（１１） ０（０） ０（０） ０（１） 

保育士 児発官 児童指導員 
栄養士・ 

調理員 
訪問支援員 

居宅介護 

従業者 

重度訪問介護

従業者 

行動援護 

従業者 

同行援護 

従業者 
その他従事者 不明 虐待判断件数 

０（０） ０（２） １（３） ０（０） ０（１） １（０） ０（１） ０（２） ０（０） ２（３） ２（０） ２７（５１） 

※虐待者が兼任している場合は、二重計上しているため、虐待判断件数とは合致しない。 

資料 ２ 



6 

 

 

（６）使用者による障害者虐待 

 ①業種別の虐待と判断された事案の件数 

業種別の虐待と判断された事案の件数は、医療・福祉が最も多く４件となっており、半分は就労継続支援Ａ型事業所である（表１４）。 

 

表１４ 業種別の虐待と判断された事案の件数     （件） 

農業、

林業 
漁業 

鉱業、

採石

業、砂

利採取

業 

建設業 製造業 

電気・ガ

ス・熱供

給・水道

業 

情報通

信業 

運輸

業、郵

便業 

卸売

業・小

売業 

金融

業、保

険業 

不動産

業、物

品賃貸

業 

サービ

ス業 

教育、

学習支

援業 

医療・

福祉 
公務 

分類不

能の産

業 

不明 計 

うち、 

就労継

続支援

Ａ型 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（２） 

０ 

（６） 

０ 

（１） 

０ 

（１） 

０ 

（２） 

１ 

（１） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

１ 

（７） 

０ 

（０） 

４ 

（２） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

６ 

（２２） 

２ 

（０） 

 

 ②被虐待者から見た虐待者の身分（虐待と判断された事案） 

虐待と判断された事案における被虐待者から見た虐待者の身分は、事業主がほとんどとなっている（表１５）。 

 

表１５ 被虐待者から見た虐待者の身分（虐待と判断された事案）  （件） 

事業主 所属の上司 所属以外の上司 その他 不明 計 

４（２１） ０（０） ０（０） １（０） １（１） ６（２２） 

 

③被虐待者の雇用形態（虐待と判断された事案） 

 

表１６ 被虐待者の雇用形態（虐待と判断された事案）    （人） 

正社員 
パート・ 

アルバイト 
派遣労働者 期間契約社員 その他 不明 計 

０（１１） ２（１０） ０（０） １（０） ０（０） ９（１） １２（２２） 

※同一事案に対して、複数の被虐待者がいる場合があるため、表１とは合致しない。 

 

資料 ２ 


